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  証券コード 6467
  平成22年６月７日

株主の皆さまへ  
 京都府京田辺市薪北町田13番地
 

 代表取締役社長 古 屋 元 伸

第43期定時株主総会招集ご通知　

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　さて、当社第43期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年６月25日（金曜日）
午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成22年６月28日（月曜日）午前10時

２．場 所 京都府京田辺市田辺中央４丁目３番地３

京田辺市商工会館ＣＩＫビル４階　キララホール

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項  

　報 告 事 項 １．第43期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第43期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計

算書類報告の件

　決 議 事 項  

　議案 取締役５名選任の件
以　上


　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://
www.nichidai.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における、当社グループの主要顧客業界であります国内自

動車産業は、平成20年に生じた米国発の金融危機に端を発する景況悪化の影

響により急激に生産台数が減少しましたが、新車買い替え補助金制度に伴う

販売台数の増加に加え、中国をはじめとする新興国市場の成長などにより回

復に転じ、年度末にかけて増加基調で推移いたしました。

このような状況のなか、ネットシェイプ事業では、景況悪化の影響により、

上半期の売上高は低水準となりましたが、下半期以降、国内主力ユーザーの

回復及び中国、韓国などのアジア市場向けが増加したことから、段階的に売

上高が回復いたしました。その結果、ネットシェイプ事業の売上高は、41億

３百万円（前連結会計年度比34.2％減）となりました。

また、アッセンブリ事業では、主力納入先である欧州自動車市場における

停滞が続いた結果、売上高は、18億４千７百万円（前連結会計年度比34.3％

減）となりました。なお、第４四半期よりNICHIDAI(THAILAND)LTD. において

ターボチャージャー部品の量産は予定通り始めております。

フィルタ事業においては、ヘルスケア向け新製品の売上高の増加はあった

ものの、国内市場における民間設備投資意欲の減衰や、THAI SINTERED MESH

CO.,LTD. の主力製品である石油掘削用フィルターの低迷により、売上高は９

億３千７百万円（前連結会計年度比30.6％減）となりました。

以上の結果、当連結会計年度における総売上高は、68億８千７百万円（前

連結会計年度比33.7％減）となりました。

損益面におきましては、当社グループの主力事業であるネットシェイプ事

業で第４四半期に営業利益を計上するなど、回復に転じておりますが、上半

期における売上高低迷の影響が大きく、ネットシェイプ事業で３億２千７百
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万円の営業損失（前連結会計年度は営業利益１億１千７百万円）、アッセン

ブリ事業で１億３千１百万円の営業損失（前連結会計年度は営業利益６千８

百万円）を計上する結果となりました。また、フィルタ事業においても需要

低迷の影響があり、営業利益は４千６百万円（前連結会計年度比64.4％減）

となりました。

以上の結果、営業損失４億１千２百万円（前連結会計年度は営業利益３億

１千５百万円）、経常損失４億１千９百万円（前連結会計年度は経常利益１

億９千万円）となりました。また、当連結会計年度及び今後の業績動向を勘

案し、繰延税金資産の回収可能性について慎重に検討いたしました結果、そ

の一部を取り崩したこと等により、当期純損失は４億５千万円（前連結会計

年度は当期純利益２億５百万円）となりました。

なお、期末配当につきましては、原価抑制策を講じましたものの、収益を

計上するには至らず、誠に遺憾ではございますが、配当の実施を見送りとさ

せていただきます。　

　

②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は４

億２千６百万円であり、その主なものはNICHIDAI(THAILAND)LTD.の生産ライ

ンの設置、国内生産拠点の設備の更新等であります。

　

③　資金調達の状況

　当連結会計年度における設備投資等の所要資金は、借入金及び自己資金に

より充当いたしました。



－ 4 －

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第40期

(平成18年度)
第41期

(平成19年度)
第42期

(平成20年度)

第43期
(当連結会計年度)
(平成21年度)

受 注 高(百万円） 11,625 12,951 9,015 7,417

売 上 高(百万円） 12,095 12,577 10,394 6,887

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円） 1,046 1,073 190 △419

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円） 543 422 205 △450

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
61円84銭 46円67銭 22円73銭 △49円74銭

総 資 産(百万円） 12,060 11,738 11,522 11,205

純 資 産(百万円） 6,413 6,738 6,848 6,444

１ 株 当 た り 純 資 産 額 703円22銭 733円33銭 728円08銭 682円72銭

　

　

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
議 決 権
比 率

主 要 な 事 業 内 容

ニチダイフィルタ株式会社 3,000万円 100.0％
各種ろ過装置及び金属ろ過
材料の開発・製造・販売

THAI SINTERED MESH CO.,LTD. 6,000万バーツ 51.0％
焼結金属フィルタの製造・販
売

ニチダイプレシジョン株式会社 31,000万円 100.0％
精密部品の組立及び開発・製
造・販売

NICHIDAI(THAILAND)LTD. 22,000万バーツ 68.2％
精密部品の組立及び製造・販
売
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(4) 対処すべき課題

次期における当社グループの主要顧客業界であります国内自動車産業では、

世界的な不況からの回復の過程のなかで、地球環境対策に伴うパワートレイ

ンの変化や、中国、インドを中心とした新興国市場の台頭など、構造の転換

がより鮮明になっていくことが予想されます。

このような状況のなか、次期における当社グループは、上半期における業

績は緩やかな上昇となる一方、下半期は、より本格的な業績の回復に入って

いくことを見込んでおります。

ネットシェイプ事業においては、国内における主力ユーザー向けの精密鍛

造金型の需要回復のほか、米系部品メーカー向けの精密鍛造部品の量産を開

始することによる売上高増加を見込んでおります。

アッセンブリ事業においては、欧州における自動車市場の回復及び新興国

市場向け需要の増加などを背景に、NICHIDAI(THAILAND)LTD.におけるターボ

チャージャー部品の量産が本格化していくことを見込んでおります。

また、フィルタ事業では、国内における投資状況及びTHAI SINTERED MESH

CO.,LTD.の主力納入先である石油掘削市場の停滞がしばらく続くことが予想

されるなか、新用途及びアジアを中心とした海外市場の開拓に取り組み、既

存需要の減少をカバーしていきます。　

　

　株主の皆さまにおかれましては、今後ともなお一層のご支援を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

精密金型の開発・製造・販売

精密鍛造品及びその関連する成形品の開発・製造・販売

各種ろ過装置及び金属ろ過材料の開発・製造・販売

精密部品の組立及び開発・製造・販売

　

(6) 主要な営業所及び工場（平成22年３月31日現在）

≪当社≫

本 社：京都府京田辺市薪北町田13番地

営 業 所：熊 谷 営 業 所 （埼玉県熊谷市）

  浜 松 営 業 所 （浜松市中区）

  名 古 屋 営 業 所 （名古屋市千種区）

  京 都 営 業 所 （京都府綴喜郡宇治田原町）

  岡 山 営 業 所 （岡山市北区）

工 　 場：宇 治 田 原 工 場 （京都府綴喜郡宇治田原町）

≪ニチダイフィルタ株式会社≫

本 　 社：京都府綴喜郡宇治田原町禅定寺塩谷14番地

工 　 場：宇 治 田 原 工 場 （京都府綴喜郡宇治田原町）

≪ニチダイプレシジョン株式会社≫

本 　 社：京都府京田辺市薪北町田13番地

工 　 場：宇 治 田 原 工 場 （京都府綴喜郡宇治田原町）

≪THAI SINTERED MESH CO.,LTD.≫

本社・工場：Saha Group Industrial Park, 99/8 Moo 5,

　 　Tambol Pasak, Amphur Muang Lamphun 51000 Thailand

≪NICHIDAI(THAILAND)LTD.≫

本社・工場：Amata Nakorn Industrial Estate Phase 8

　 　700/882 Moo 5 TB. Nhongkakha

　 　Ap. Phanthong Chonburi 20160 Thailand
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(7) 使用人の状況（平成22年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

420名 28名増

（注）　使用人数は就業員数であり、パートタイマー（期中平均30名）は含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

295名 7名増 35.6歳 13.1年

（注）　使用人数は就業員数であり、パートタイマー（期中平均17名）は含んでおりません。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成22年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,084,909千円

株 式 会 社 京 都 銀 行 1,063,346

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 355,400



－ 8 －

２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成22年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 15,500,000株

②　発行済株式の総数 9,053,300株

③　株主数 3,162名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 ジ ャ ス ト 885千株 9.78％

田 中 克 尚 497 5.49

ニ チ ダ イ 従 業 員 持 株 会 441 4.87

中 棹 知 子 282 3.12

古 屋 啓 子 272 3.01

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 217 2.40

大阪中小企業投資育成株式会社 174 1.92

あ い お い 損 害 保 険 株 式 会 社
（常任代理人　日本マスタートラスト
信 託 銀 行 株 式 会 社 ）  

120 1.32

株 式 会 社 京 都 銀 行
（常任代理人　資産管理サービス
信 託 銀 行 株 式 会 社 ）  

117 1.29

株 式 会 社 Ｎ Ｉ Ｔ Ｓ 100 1.10

（注）持株比率は自己株式（1,643株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　　　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成22年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 古 屋 元 伸  

常 務 取 締 役 西 村 　 譲 特販事業統括

常 務 取 締 役 藤 本 光 洋 ネットシェイプ事業統括

取 締 役 瀬 川 秀 実 国内営業ゼネラルマネージャー

取 締 役 島 崎 　 定
ニチダイプレシジョン株式会社
代表取締役社長
NICHIDAI(THAILAND)LTD.社長

取 締 役 畑 中 恵 二
海外営業ゼネラルマネージャー
NICHIDAI ASIA CO.,LTD.社長　

取 締 役 平 岩 益 夫
ニチダイフィルタ株式会社代表取締役社長
THAI SINTERED MESH CO.,LTD.社長

監　 査 　役（常勤) 萩 野 雅 章  

監 査 役 小 原 正 敏 弁護士

監 査 役 堤 　 昌 彦 堤公認会計士事務所所長

（注）１．監査役小原正敏氏及び監査役堤　昌彦氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役
であります。

２．監査役堤　昌彦氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有しております。

②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 7名 72,798千円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

17,280
(5,400)

合 計 10 90,078

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成９年６月26日開催の第30期定時株主総会において年額

400,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成９年６月26日開催の第30期定時株主総会において年額

50,000千円以内と決議いただいております。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　・監査役小原正敏氏は、日本ペイント株式会社、株式会社テクノアソ

シエの社外監査役を兼務しております。

　・監査役堤　昌彦氏は、東洋シヤッター株式会社の社外監査役、友朋

監査法人代表社員を兼務しております。　

　上記の重要な兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。　

ロ．当事業年度における主な活動状況

 活 動 状 況

監査役 小 原 　 正 敏

当事業年度に開催された取締役会14回のうち９回に出席し、

監査役会14回のうち11回に出席いたしました。主に法律分野

の見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っております。また、

監査役会において、同様の見地から適宜、必要な発言を行っ

ております。

監査役 堤  　 昌 彦

当事業年度に開催された取締役会14回のうち11回に出席し、

監査役会14回のうち13回に出席いたしました。主に企業会計

の専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

また、監査役会において、同様の見地から適宜、必要な発言

を行っております。

　

(4) 会計監査人の状況

①　名称 有限責任監査法人トーマツ　

（注）監査法人トーマツは、平成21年７月１日付で監査法人の種類の変更により、有限責任

監査法人トーマツとなりました。

②　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

36,500千円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
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③　非監査業務の内容

　ネットシェイプ事業における品質・効率の改善手法のコンサルティング

を受けております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、下記に掲げ

る監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の

会議の目的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任又は不再任を株主

総会の会議の目的とすることを請求します。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。

(5) 業務の適正を確保するための体制

①　取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

　当社は、経営基本方針に則った「行動規範」を制定し、代表取締役が役

職者をはじめグループ会社全使用人に継続的に伝達することにより、法令

遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点とすることを徹底しております。

　代表取締役は、管理本部長をコンプライアンス全体に関する総括責任者

として任命し、総務グループがコンプライアンス体制の構築、維持・整備

にあたっております。

　監査役及び内部監査室は連携し、コンプライアンス体制の調査、法令並

びに定款上の問題の有無を調査し、取締役会に報告しております。

　取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と

改善に努めております。

　また、当社は、使用人が法令もしくは定款上疑義のある行為等を認知し、

それを告発しても、当該使用人に不利益な扱いを行わない旨等を規定する

「内部通報者保護規程」を制定しております。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　代表取締役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について

の総括責任者に管理本部長を任命しております。取締役の職務の執行に係

る情報の保存及び管理は、「文書管理規程」及び「情報システム管理規程」

に定め、これに従い当該情報を文書又は電磁的媒体に記録し、整理・保存

を行っております。

　監査役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、関

連諸規程に準拠して実施されているかについて監査し、必要に応じて取締

役会に報告しております。

　「文書管理規程」及び「情報システム管理規程」他関連規程は、必要に

応じて適時見直し改善を図るものとしております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　代表取締役は、管理本部長をリスク管理に関する総括責任者に任命し、

各部門担当取締役とともに、カテゴリーごとのリスクを体系的に管理して

おります。

　全社的なリスクを総括的に管理する部門は総務グループとし、各部門に

おいては、関連規程に基づきマニュアルやガイドラインを制定し、部門ご

とのリスク管理体制を確立しております。

　監査役及び内部監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を

取締役会に報告しております。取締役会は定期的にリスク管理体制を見直

し、問題点の把握と改善に努めております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　代表取締役は、管理本部長を取締役の職務の効率性に関しての総括責任

者に任命し、中期経営計画及び年次経営計画に基づいた各部門の目標に対

し、職務執行が効率的に行われるよう監督しております。各部門担当取締

役は、経営計画に基づいた各部門が実施すべき具体的な施策及び効率的な

業務遂行体制を決定しております。総括責任者はその遂行状況を各部門担

当取締役に、取締役会及び経営会議において定期的に報告させ、施策及び

効率的な業務遂行体制を阻害する要因の分析とその改善を図っております。
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⑤　当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

　「関係会社管理規程」に基づき、当社及び関係会社の管理は当社の管理

本部長が統括しております。管理本部長は、円滑な情報交換とグループ活

動を促進する為、必要に応じて関係会社連絡会議を開催しております。

　関係会社の所轄業務についてはその自主性を尊重しつつ、経営計画に基

づいた施策と効率的な業務遂行、「行動規範」に則ったコンプライアンス

体制の構築、リスク管理体制の確立を図る為、関係会社の取締役社長が統

括管理しております。関係会社の取締役社長は、関係会社の管理の進捗状

況を定期的に取締役会及び経営会議において報告しております。

　監査役と内部監査室は、定期又は臨時にグループ管理体制を監査し、取

締役会及び関係会社連絡会議に報告しております。

　取締役会及び関係会社連絡会議は、グループ管理体制を見直し、問題点

の把握と改善に努めております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する

事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役

会は監査役と協議の上、内部監査室員又は総務グループ員を、監査役を補

助すべき使用人として指名することができるものとしております。監査役

が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に

委譲されたものとし、取締役及び内部監査室長の指揮命令は受けないもの

としております。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制、その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保

するための体制

　取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある

事項及び不正行為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合の他、

取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項、経営会議その他重要な

会議の決定事項、重要な会計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実

施状況、重要な月次報告、その他必要な重要事項を、法令及び「監査役会

規則」並びに「監査役監査基準」等社内規程に基づき監査役に報告してお
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ります。

　監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握する為、取

締役会及び経営会議等重要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行

に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めております。

　また、「監査役会規則」及び「監査役監査基準」に基づく独立性と権限

により、監査の実効性を確保するとともに、監査役は内部監査室及び会計

監査人と緊密な連携を保ちながら自らの監査成果の達成を図っております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

水 道 施 設 利 用 権

ソフトウェア仮勘定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

5,139,115

1,413,542

2,401,407

341,427

467,004

358,835

73,923

86,695

△3,719

6,064,423

5,170,209

1,648,013

1,500,777

174,951

1,779,397

20,904

46,165

61,032

4,091

14,209

11,339

31,392

833,181

83,863

592

587,950

162,932

△2,156

1,501

1,501

流 動 負 債 2,771,719

買 掛 金 607,757

短 期 借 入 金 1,687,205

リ ー ス 債 務 5,340

未 払 法 人 税 等 40,510

賞 与 引 当 金 115,045

そ の 他 315,861

固 定 負 債 1,988,625

社 債 1,000,000

長 期 借 入 金 891,550

リ ー ス 債 務 18,105

退 職 給 付 引 当 金 21,049

長 期 未 払 金 57,921

負 債 合 計 4,760,345

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,249,541

資 本 金 1,429,921

資 本 剰 余 金 1,192,857

利 益 剰 余 金 3,627,793

自 己 株 式 △1,030

評価・換算差額等 △69,767

その他有価証券評価差額金 11,641

為替換算調整勘定 △81,409

少 数 株 主 持 分 264,921

純 資 産 合 計 6,444,695

資 産 合 計 11,205,040 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,205,040

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。



－ 16 －

連 結 損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,887,842

売 上 原 価 5,963,869

売 上 総 利 益 923,972

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,336,788

営 業 損 失 △412,815

営 業 外 収 益 66,798

受 取 利 息 3,437

受 取 配 当 金 135

そ の 他 63,226

営 業 外 費 用 73,109

支 払 利 息 63,713

そ の 他 9,396

経 常 損 失 △419,126

特 別 損 失 4,469

固 定 資 産 除 売 却 損 4,469

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △423,595

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 36,481

法 人 税 等 調 整 額 △1,545

少 数 株 主 損 失 △8,300

当 期 純 損 失 △450,231

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日　残高 1,429,921 1,192,857 4,078,025 △1,030 6,699,773

連結会計年度中の変動額      

当 期 純 損 失   △450,231  △450,231

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 － － △450,231 － △450,231

平成22年３月31日　残高 1,429,921 1,192,857 3,627,793 △1,030 6,249,541

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等
少 数 株 主
持 分

純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日　残高 48 △109,465 △109,416 257,782 6,848,138

連結会計年度中の変動額      

当 期 純 損 失     △450,231

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

11,592 28,056 39,648 7,138 46,787

連結会計年度中の変動額合計 11,592 28,056 39,648 7,138 △403,443

平成22年３月31日　残高 11,641 △81,409 △69,767 264,921 6,444,695

 （注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ４社

・主要な連結子会社の名称 ニチダイフィルタ株式会社

THAI SINTERED MESH CO.,LTD.

ニチダイプレシジョン株式会社

NICHIDAI(THAILAND)LTD.

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の数 ２社

・非連結子会社の名称 NICHIDAI ASIA CO.,LTD.

NICHIDAI U.S.A. CORPORATION

非連結子会社であるNICHIDAI ASIA CO.,LTD.及びNICHIDAI U.S.A.CORPORATIONは小規模

会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため連結の範囲から

除外しております。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況

　該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

非連結子会社であるNICHIDAI ASIA CO.,LTD.及びNICHIDAI U.S.A.CORPORATIONは、連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲より除外しております。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

①　連結の範囲の変更

当連結会計年度より、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲決定に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第22号　平成20年５月13日）を適用しておりますが、

該当事項はありません。

②　持分法の適用範囲の変更

　該当事項はありません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社２社の事業年度の末日は12月31日であり、連結計算書類を作成するにあた

っては、同日現在の計算書類を使用し、連結会計年度の末日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。国内連結子会社２社の事業年度の末日は

３月31日であります。
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(5) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券  

　関係会社株式

　その他有価証券

移動平均法による原価法を採用しております。

・時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・製品・仕掛品 　

　　金型 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

　　精密鍛造品・

　　アッセンブリ品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

なお、在外連結子会社は移動平均法による低価法

　　フィルタ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

ただし、焼結原板については移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）

なお、在外連結子会社は先入先出法による低価法

・原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を

除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子

会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用

しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法によ

っております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　７年～50年

　機械装置及び運搬具　　４年～11年

ロ．無形固定資産（リース資産を

除く）及び長期前払費用

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

ニ．繰延資産 株式交付費

３年による定額法により按分した額を費用処理してお

ります。

社債発行費

３年による定額法により按分した額を費用処理してお

ります。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、実際支給見

込額を計上しております。
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ハ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により発

生した連結会計年度から費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。

（会計方針の変更）　

当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７

月31日）を適用しております。

数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却するため、

これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失に与える影響はありません。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高は48,406千円であります。

④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利キャップについては、特例処理の要件を満

たす場合は特例処理を行っております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利キャップ

ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針 金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 事前評価及び事後評価は、比率分析等の方法によって

おります。なお、金利キャップについては、特例処理

の要件を満たしているため有効性の判定を省略してお

ります。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理 当社及び国内連結子会社は、税抜方式を採用しており

ます。

(6) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　全面時価評価法を採用しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保提供資産とその対応債務

　①　担保に供している資産

建物及び構築物 1,004,512千円

土地 1,488,224千円

計 2,492,736千円

（注）なお、上記の他在外連結子会社の電力料保証金として差し入れている定期預金が

2,798千円あります。

　②　担保資産に対応する債務

短期借入金 200,000千円

長期借入金（一年以内返済予定額を含む） 650,400千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 8,622,279千円

(3) 偶発債務

当社及び国内連結子会社の従業員の住宅貸付金制度による金融機関からの借入金に対する

保証

保証差入先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,241千円

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 9,053,300株 －株 －株 9,053,300株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,643株 －株 －株 1,643株

　(3) 剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

　(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。　
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４．金融商品に関する注記

　(1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は主として株式及び投資信託であり、上場株式につい

ては四半期ごとに時価の把握を行っています。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期

借入金の金利変動リスクに対して金利キャップ取引を実施して支払利息の固定化を実施し

ております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしてお

ります。

　(2）金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 1,413,542千円 1,413,542千円 －千円

（2）受取手形及び売掛金 2,401,407 2,401,407 －

（3）投資有価証券 83,863 83,863 －

（4）買掛金 　（607,757） （607,757） －

（5）短期借入金 （787,109） （787,109） －

（6）社債 （1,000,000） （1,021,634） 21,634

（7）長期借入金（一年以内返済
予定額を含む）

（1,791,646） （1,792,589） 943

　(＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　　（1）現金及び預金並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

　　　　（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。非上場株式（連結

貸借対照表計上額26,534千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを

見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

当該帳簿価格によっております。
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　　　　（4）買掛金及び（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。　

　　　　（6）社債

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の発行を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。　

　　　　（7）長期借入金（一年以内返済予定額を含む）　

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借

入金は金利キャップの特例処理の対象とされており（下記（8）参照）、当該金利

キャップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適

用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　　　　（8）デリバティブ取引

金利キャップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して

おります（上記（7）参照）。

　

５．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の状況に関する事項

　　該当事項はありません。

　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 682円72銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △49円74銭

　

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成22年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
水 道 施 設 利 用 権
ソフトウェア仮勘定
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

3,260,874
1,019,686
420,571

1,281,339
146,633
52,033
182,065
42,811
7,567
48,872
62,225
△2,932

5,840,428
4,104,644
1,208,443
227,917
867,419
14,678
93,626

1,634,640
16,095
41,823
61,032
4,091
14,209
11,339
31,392

1,674,751
57,329
877,046

592
582,664
94,876
64,400
△2,156
1,501
1,501

流 動 負 債 1,739,327

買 掛 金 248,983

短 期 借 入 金 1,192,936

リ ー ス 債 務 3,913

未 払 金 177,365

未 払 法 人 税 等 13,587

未 払 費 用 3,583

賞 与 引 当 金 91,558

そ の 他 7,400

固 定 負 債 1,398,143

社 債 1,000,000

長 期 借 入 金 365,910

リ ー ス 債 務 14,676

退 職 給 付 引 当 金 17,556

負 債 合 計 3,137,471

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,953,692

資 本 金 1,429,921

資 本 剰 余 金 1,192,857

資 本 準 備 金 1,192,857

利 益 剰 余 金 3,331,944

利 益 準 備 金 55,000

そ の 他 利 益 剰 余 金     

別 途 積 立 金 3,330,000

繰 越 利 益 剰 余 金 △53,055

自 己 株 式 △1,030

評価・換算差額等 11,641

その他有価証券評価差額金 11,641

純 資 産 合 計 5,965,333

資 産 合 計 9,102,804 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,102,804

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。



－ 26 －

損　益　計　算　書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,103,801

売 上 原 価 3,547,657

売 上 総 利 益 556,143

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 884,137

営 業 損 失 △327,993

営 業 外 収 益 44,102

営 業 外 費 用 58,792

経 常 損 失 △342,683

特 別 損 失 3,873

固 定 資 産 除 売 却 損 3,873

税 引 前 当 期 純 損 失 △346,557

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,859

法 人 税 等 調 整 額 3,801

当 期 純 損 失 △359,218

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成21年３月31日　残高 1,429,921 1,192,857 1,192,857 55,000 3,330,000 306,162 3,691,162 △1,030 6,312,910

事業年度中の変動額          

当 期 純 損 失      △359,218 △359,218  △359,218

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

         

事業年度中の変動額合計 － － － － － △359,218 △359,218 － △359,218

平成22年３月31日　残高 1,429,921 1,192,857 1,192,857 55,000 3,330,000 △53,055 3,331,944 △1,030 5,953,692

 

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日　残高 48 48 6,312,959

事業年度中の変動額    

当 期 純 損 失   △359,218

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

11,592 11,592 11,592

事業年度中の変動額合計 11,592 11,592 △347,625

平成22年３月31日　残高 11,641 11,641 5,965,333

 （注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・製品・仕掛品 　

　　金型 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

　　精密鍛造品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

・原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　31年～50年　

　機械及び装置　　10年～11年

②　無形固定資産（リース資産を除

く）及び長期前払費用

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。
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(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費

３年による定額法により按分した額を費用処理しております。

社債発行費

３年による定額法により按分した額を費用処理しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、実際支給見

込額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により発

生した事業年度から費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

（会計方針の変更）　

当事業年度から「退職給付に係る会計基準」の一部改

正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

数理計算上の差異を翌事業年度から償却するため、こ

れによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に

与える影響はありません。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高は40,670千円であります。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利キャップについては、特例処理の要件を満

たす場合は特例処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利キャップ

ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ方針 金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。
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④　ヘッジ有効性評価の方法 事前評価及び事後評価は、比率分析等の方法によって

おります。なお、金利キャップについては、特例処理

の要件を満たしているため有効性の判定を省略してお

ります。

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

　消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保提供資産とその対応債務

　①　担保に供している資産

建物 1,004,512千円

土地 1,488,224千円

計 2,492,736千円

　②　担保資産に対応する債務

短期借入金 200,000千円

長期借入金（一年以内返済予定額を含む） 650,400千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 7,722,881千円

(3) 偶発債務

①　当社及び国内関係会社の従業員の住宅貸付金制度による金融機関からの借入金に対する

保証

保証差入先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,241千円

②　ニチダイフィルタ株式会社の金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。

保証差入先：株式会社みずほ銀行 30,000千円

　　　　　：株式会社京都銀行 30,000千円

③　THAI SINTERED MESH CO.,LTD.の金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。

保証差入先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 46,520千円

 （　500千US$)

 38,745千円

 （13,500千THB)

④　ニチダイプレシジョン株式会社の金融機関からの借入に対して債務保証を行っておりま

す。

保証差入先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 416,000千円

　　　　　：株式会社みずほ銀行 325,400千円

　　　　　：株式会社京都銀行 100,000千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　　短期金銭債権 90,488千円
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３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

　営業取引　　（売上高） 170,993千円

　　　　　　　（その他） 225,600千円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,643株 －株 －株 1,643株

　

５．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

　賞与引当金 42,004千円

　未払事業税 2,782千円

　貸倒引当金 1,624千円

　繰越欠損金 695,506千円

　減損損失 28,446千円

　その他 42,153千円

　　　小計 812,517千円

　評価性引当額 △179,788千円

　　　合計 632,728千円

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 △1,192千円

　　　小計 △1,192千円

繰延税金資産の純額 631,536千円

　

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　主として、当社グループにおけるホストコンピュータ（工具、器具及び備品）であり

ます。

　リース資産の減価償却の方法

　　個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項 （2）固定資産の減価償却の方法」に記載

のとおりであります。　
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なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりであります。　

　①　事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工具、器具及び備品 231,177千円 175,665千円 55,512千円

合 計 231,177 175,665 55,512

　②　事業年度の末日における未経過リース料相当額

未経過リース料期末残高相当額

１年内 35,501千円

１年超 21,559千円

合計 57,061千円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 59,328千円

減価償却費相当額 56,710千円

支払利息相当額 2,036千円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

　

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

　　該当事項はありません。

(2) 役員及び個人主要株主等

　　該当事項はありません。

(3) 子会社等

属 性 会社等の名称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科目
期末残高
( 千 円 )

子会社
ニチダイフィ
ルタ㈱

100.0 役員の兼任 ・債務保証 60,000
－
　

－
　

子会社
THAI SINTERED
MESH CO.,LTD.

51.0 役員の兼任 ・債務保証 85,265
－
　

－
　

子会社
ニチダイプレ
シジョン㈱

100.0 役員の兼任 ・債務保証 841,400
－
　

－
　

　（注）子会社の銀行借入に対する債務保証であります。なお、保証料は受領しておりません。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 659円03銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △39円69銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 平成22年５月17日 

 株 式 会 社 ニ チ ダ イ  

 取 締 役 会 　 御 中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指 定 有 限
責 任 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 尾 雅 芳 

指 定 有 限
責 任 社 員
業務執行社員

公認会計士 中 本 眞 一 

指 定 有 限
責 任 社 員
業務執行社員

公認会計士 秦 　 一 二 三 

 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ニチダイの

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ニチダイ及び連結子会社か

ら成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 平成22年５月17日 

 株 式 会 社 ニ チ ダ イ  

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指 定 有 限
責 任 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 尾 雅 芳 

指 定 有 限
責 任 社 員
業務執行社員

公認会計士 中 本 眞 一 

指 定 有 限
責 任 社 員
業務執行社員

公認会計士 秦 　 一 二 三 

 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ニチ

ダイの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第43期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成21年4月１日から平成22年3月31日までの第43期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一

致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画

等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人

等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株

式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び

第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から

事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附

属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人、有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人、有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

　

 

 　　　　　平成22年５月20日  

 株 式 会 社 ニ チ ダ イ 　 監 査 役 会  

 

監査役(常勤) 萩 野 雅 章 

監 査 役 小 原 正 敏 

監 査 役 堤 　 昌 彦 

 

以　上
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株主総会参考書類
　

議案　取締役５名選任の件

　取締役７名は、本総会終結をもって任期満了となります。

　つきましては、経営機構改革の実施により取締役２名を減員し、取締役５名の

選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式の数

１
古 屋 元 伸

（昭和30年９月21日生）

平成10年３月　当社入社

平成11年６月　当社取締役

平成12年４月　当社営業本部長兼営業企画室

長

平成13年６月　当社代表取締役副社長

平成14年４月　当社代表取締役社長(現任)

平成20年４月　ニチダイプレシジョン株式会

社　代表取締役社長

83,400株

２
瀬 川 秀 実

（昭和29年１月19日生）

昭和47年３月　当社入社

平成14年６月　当社取締役（現任） 　
平成15年６月　NICHIDAI AMERICA

CORPORATION社長

平成17年８月　当社総務ゼネラルマネージャ

ー

平成18年４月　当社管理統括

平成19年10月　当社国内営業ゼネラルマネー

ジャー（現任）

平成21年４月　当社ネットシェイプ事業

国内営業ゼネラルマネージャ

ー

平成22年４月　当社営業本部本部長（現任）

29,400株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式の数

３
島 崎 　 定

（昭和25年10月27日生）

昭和63年４月　当社入社

平成14年６月　当社取締役（現任）

平成18年４月　当社部品事業統括

平成19年４月　アッセンブリ事業兼技術開発

統括

平成20年４月　ニチダイプレシジョン株式会

社　副社長

平成21年３月　ニチダイプレシジョン株式会

社　代表取締役社長（現任）

平成21年３月　NICHIDAI(THAILAND)LTD.社長

（現任）

平成22年４月　当社部品部ゼネラルマネージ

ャー（現任）

29,500株

４
畑 中 恵 二

（昭和26年１月６日生）

昭和51年６月　当社入社

平成17年６月　当社取締役（現任）

平成18年４月　当社金型事業統括

平成19年10月　当社海外営業ゼネラルマネー

ジャー（現任）

平成20年７月　NICHIDAI ASIA CO.,LTD.社長

（現任）

平成22年４月　当社生産本部本部長（現任）

平成22年４月　NICHIDAI U.S.A.CORPORATION

社長（現任）

12,800株

５
※ 辻 　 寛 和

（昭和30年５月７日生）

平成13年４月　日本ピラー工業株式会社　経

理部長

平成21年７月　当社入社

平成21年10月　当社管理本部長　

平成22年１月　当社管理本部長兼経営企画室

長（現任）

－株

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．※は、新任の取締役候補者であります。　

以　上



株主総会会場ご案内図
　

会場　京都府京田辺市田辺中央４丁目３番地３

京田辺市商工会館ＣＩＫビル４階　キララホール
　

至
西大寺 至京都

至木津 至京橋

京都
銀行

南都
銀行

京田辺駅
東出口

JR学研都市線

平和堂

CIKビル
駐車場

薬局

ローソン

バス
ターミナル

タ
ク
シ
ー

の
り
ば

新田辺駅

近鉄京都線

CIKビル

西出口

歩
道

歩
道

交通機関　近鉄京都線「新田辺」駅、西出口から徒歩約５分。

ＪＲ学研都市線「京田辺」駅、東出口から徒歩約１分。


